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要　請　書

　貴職におかれましては、労働行政の円滑な運営と労働者の生活向上を目指しご尽力されておりますことに心より敬意を表します。

　また、日頃より当連合新潟の活動に対しご理解とご協力を賜り、厚く感謝申し上げます。

　さて、私どもは1月30日開催の第41回地方委員会におきまして、2008春季生活闘争方針を決定し、各労使間で幅広い交渉・協議、そして地域における共闘体制の強化を進めてまいります。

つきましては、春季生活闘争のスタートにあたり、すべての労働者の生活、雇用と権利を守る観点から、労働行政に関する要望を次のとおり取り纏めましたので、貴職の誠意ある回答を要請いたします。
記

Ⅰ．2008春季生活闘争にあたって

　　現在の日本経済は、長い間、家計の可処分所得が低下した結果、経済の軸である個人消費は停滞し、外需への依存度が高まったことから世界経済の影響を受け易くなっているほか、原油高騰の影響による消費者物価の上昇などから、生活者は不安や不満が増大し、さらに個人消費を停滞させる悪循環に入りこむ危険がある。2008春季生活闘争における最大の特徴は、好調な企業業績を受けた利益配分を、中小・地場企業の労働条件の底上げ、パート等非典型労働者の均等待遇の実現を通じて、労働側への適正配分を行い、可処分所得を引き上げることで内需の脆弱性を克服するとともに、二極化・格差社会の是正を図ることと、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮、国際的にみて低すぎる割増率の引上げを図ることとしている。
ついては、貴職におかれても、労働者の生活と雇用の安定、格差社会の是正を重要視した労働行政にご尽力されたい。

Ⅱ．法定最低賃金の引き上げについて

１．一昨年よりワーキングプア（働く貧困層）が話題となり、１年間まじめに働いても生活保護世帯を下回る水準の年収しかない労働者が問題となっているが、現在の新潟県最低賃金は657円では、仮に年間2,000時間働いたとしても年収1,314,000円にしかならず、生活費を切り詰めても赤字生活から脱出できずに四苦八苦している状況にある。最低賃金法の改正では、労働者が健康で文化的な最低限度の生活が営むことができるよう、生活保護に係る施策との整合性に配慮することが条文に盛り込まれたことも踏まえ、すべての国民・県民が健康で安心して生活できるよう、2008年度新潟県最低賃金の時間給引き上げに努めること。
　２．毎年実施している「新潟県内最低賃金に関する基礎調査」でも明らかなように、全国平均より低いものの、最低賃金違反が散見されることから、監督官の要員の増強や違反事業所の積極的な摘発により、監督行政の強化と最低賃金制度の実効性を高めること。
Ⅲ．雇用と公正労働条件の確保について
１．県内の11月の有効求人倍率は1.10倍で前月を0.03ポイント下回り、昨年同月比では0.03ポイント悪化し、県内の雇用情勢は悪化の傾向が見られが、内訳は、正規雇用者が0.09ポイント下回り、パート労働者が0.01ポイントの上昇となっており、それぞれの有効求人倍率は、正規雇用者は1.01倍、パート労働者は1.47倍となっている。今年度に入り、正規雇用者の有効求人数は、前年同月比を下回り続ける一方、パート労働者などの求人数は前年同月比を上回り続け、正規雇用者と比べてパートタイマー・アルバイト・派遣･契約労働者などの採用傾向が増加している傾向が伺える。結果として広がり続ける雇用労働者全体の約3割を占める非正規労働者の多くは、低賃金による生活不安と有期契約による雇用不安を抱えており、連合新潟にも切実な相談が寄せられていることから、パートなど非典型労働者の雇用と労働条件の安定を図るよう、監督指導を強化すること。

２．昨年より労働契約法、男女雇用機会均等法、パート労働法、雇用保険法、最低賃金法、雇用対策法など、労働者に係わる法案が制定され、順次施行される。この背景には、増加する職場トラブルと労働訴訟・個別紛争および、非正規雇用の増大、法律・判例法理の労使間での共通理解不足がある。法の趣旨および施行内容が各企業で周知徹底されるよう、指導にあたること。
３．2004年の派遣法の改正以降、派遣労働者数は増加の一途をたどっている。連合新潟の相談ダイヤルにも派遣で働く方の相談が増えており、今後も増える事が予想されることから、派遣労働者の雇用安定および均等待遇を図るとともに、違法派遣を一掃するための、派遣事業所はもとより、受入事業所への法の遵守、講ずべき措置などの周知、指導や個別指導監督の臨検の強化、労働者派遣事業適正運営協力員の積極的活用を図ること。
４．一昨年の障害者雇用促進法の施行を受け、新潟県における企業の障がい者雇用は、全体の実雇用率で1.53%(0.07ポイント増)、法定雇用率に達している企業の割合は47.6%(4.2ポイント増)に上昇しているが、いまだ民間企業に義務付けている法定雇用率の1.80%に届いていない。また、全国平均の実雇用率1.55％を下回っていること、法定雇用率を達成していない企業も半数以上あることから、一層の障がい者雇用の促進と、実雇用率の達成指導を図ること。
５．外国人研修・技能実習生制度は、発展途上国の青少年を招聘し、技術･技能･知識を習得させ、もって「国際貢献」という趣旨で創設されたが、賃金未払い、強制貯金、不十分な安全対策による労働災害など、劣悪な労働条件による失踪事件なども多発しており、当該制度が本来の趣旨に沿った運営となるよう、取り組みを強化すること。
　
Ⅳ．労働時間の短縮について
１．新潟県では、政・労・使によるワーク・ライフ・バランス推進共同宣言を2007年10月29日に調印し、｢仕事と生活の調和のとれた働き方｣ができる環境整備を行うとしている。連合新潟は、総実労働時間を短縮する有効な施策の一つとして、経営者に時間外割増率の引上げ（時間外45時間以下25％を30％、45時間超25％を50％、休日35％を50％））を求めるとともに、｢ノー時間外デー｣の設定や、三条・燕地域で運用されている｢産業カレンダー｣の休日数改善などを要請した。貴職におかれても、この環境整備のための重要な柱である長時間労働の是正のため、本来の労働基準法で定めている労働時間が常態化するよう、経営者の取り組み宣言、計画の設定、実施と状況把握など具体的な指導を行うこと。

２．不払い残業を撲滅するため、厚生労働省通達「労働時間の適正把握基準」「賃金不払残業解消指針」の周知徹底と相談窓口の充実を通じて基準が確実に履行されるよう指導すること。また、労働時間法制違反に対しては、摘発と是正指導を強力に行うため、労働基準監督官を増員して臨検監督実施率を高めること。
３．連合の調査では、年次有給休暇の取得率が98年をピークに低下傾向にあり、時間外労働が長い人ほど取得率が低いことが明らかになっている。総実労働時間短縮のためにも年次有給休暇の取得促進に繋がる具体的施策を講じるよう、企業に指導すること。
４．日本の法定割増率は、1947年の法制定以降、1994年の休日労働割増率見直しのほかは60年間変わっていない。欧米はもとよりアジア各国は時間外50％，休日100％が一般的で日本が低すぎる現状にあることから、法定割増率の引き上げを行う法整備を早急に進めるよう、上位機関に働きかけること。
Ⅴ．労働安全衛生について

１．長時間労働による過労死・過労自殺、メンタルヘルス不調を出さないために、労働基準法第３６条を遵守するよう機会があるごとに指導すること。さらに特別条項付協定を受理する際は、本当に「特別な事情」によるものなのか可能な限り検査に入るなど、行政指導を強めること。

　
２．安全・衛生・健康は何よりも優先するという人間尊重の理念のもと、リスクアセスメント、安全衛生マネジメントシステムが早期に定着するよう、各企業の指導にあたること。 
Ⅵ．仕事と生活の両立支援について

１．改正男女雇用機会均等法が平成19年4月1日から施行されたが、法改正の男女を対象とした差別の禁止、間接差別の禁止、妊娠･出産等を理由とした不利益取扱いの禁止、事業主にセクシュアルハラスメントの防止措置の義務付けなど、雇用における男女平等の実現となるよう定着と普及に努めること。

２．仕事と生活の調和を図るため、男女がともに家庭責任を担い、仕事、地域活動、自己啓発などを行うことができるよう、労働時間等設定改善法の内容を周知・啓発するとともに、従前以上にワークライフバランスの取り組みを強化すること。
３．次世代育成支援対策推進法に基づく取り組みの促進として、すべての中小・零細企業においても実践されるよう取り組むとともに、「義務化」となるよう上位機関に働きかけること。
Ⅶ．その他全般について 
１．労働行政に関する法改正や最低賃金額改定などについて、周知・広報活動の不足感、ならびに監督体制強化の必要を感じることから、要員と予算を強化するよう、上位機関に働きかけること。
以上
